
 

 

経済人コー円卓会議日本委員会 

〒150-0031 東京都渋谷区桜丘町 29-33 渋谷三信マンション 505 号室 

             電話: 03-5728-6365 FAX: 03-5728-6366  http://www.crt-japan.jp 

1 

「2023年 日本：ステークホルダー・エンゲージメントプログラム」のご案内 

                                        特定非営利活動法人  

経済人コー円卓会議日本委員会 

 

拝啓、皆様におかれましては益々ご健勝のこととお慶び申し上げます。また、日頃より弊会の活動にご支援を

賜り、心より御礼申し上げます。本年におきましてもコロナ禍の状況を顧みながら、下記の通りに実施いたし

ます。 

 

国際的に合意された「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」、欧州諸国を中心にアジアにも

広がる人権に関する法規制、ESG 投資家や NGO による企業の人権への取り組みのベンチマークの動き、2020

年に外務省が公表したビジネスと人権に関する行動計画（NAP）、昨年は「責任あるサプライチェーンにおけ

る人権尊重のガイドライン」が整備され、今まで以上に企業に対して人権尊重の責任を果たす声が高まってい

ます。その一方で、新型コロナウイルス感染症（Covid-19）はパンデミックとして 3年目を迎えています。企

業は可能な範囲でステークホルダーの人権への負の影響を緩和するよう継続的に努力することが求められま

す。更に昨年 2月のロシアのウクライナ侵攻、中国の新疆ウイグル自治区の強制労働問題、クーデターによる

ミャンマーの軍事政権は 2 年を経過しました。世界情勢は緊張の高まる状況へ確実に移行し、グローバル経済

に大きな影響を与えています。今後の時代の不透明性と不確実性を前例のないレベルへと押し上げています。 

 

当会が事務局を務める「ニッポン CSRコンソーシアム」では 2012

年 9 月より、企業による「国連ビジネスと人権に関する指導原則」

の理解と実践の場を目指してステークホルダー・エンゲージメント

プログラム1を開催し、様々な業種に属する企業や NPO・NGO の

方々、学識有識者の参加を得て、人権問題が発生する文脈、事業活

動と人権との関連性、重要な人権課題、及び人権に配慮した事業活

動の重要性に向けた議論を行って参りました。本プログラムは、グ

ローバルな文脈での人権に取り組む際の「人権デューデリジェンス」

の一助になることを期待し、実施しています。本プログラムでは、

国内外で注目される人権課題を中心に幅広くNGO/NPO及び有識者

から提起していただき、様々なステークホルダーを交えて「業界毎に重要な人権課題」の特定に向けて議論を

行っていきます。本プログラムは貴社の人権への取り組みを推進する上での基盤となるものです。 

 

今般、貴社におきましては、本年度開催する本プログラムへのご参加を賜りたく、御案内申し上げます。末筆

になりますが、貴社のますますのご発展を祈念致します。 

 

 
1本プログラムの概要、及び過去のプログラムに関しては以下リンクをご参照下さい。     

http://crt-japan.jp/portfolio/she-program/ 

 

2020 年の本プログラムの様子 

http://www.crt-japan.jp/
http://crt-japan.jp/portfolio/she-program/
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【日時および場所】 

ステップ① 

市民社会との対話 

6 月 1 日（木）13:00-15:00 

6 月 8 日（木）13:00-15:00 

6 月 16 日（金）13:00-15:00 

6 月 22 日（木）13:00-15:00 

6 月 29 日（木）13:00-15:00 

ステップ② 

業界毎の討議 

7 月 6 日（木）13:00-17:00 

7 月 13 日（木）13:00-17:00 

ステップ③ 

発表及びパブコメ案作成 

7 月 27 日（木）13:00-17:00 

ステップ④ 

パブコメ実施 

最終案の策定 

こちらの回は Zoom による

オンライン形式で実施する

予定です。 

こちらの回はディスカッション及び作業が発生するため、

対面式とオンライン式のハイブリッド形式で実施する予

定です。 

（対面会場：AP丸の内東京 最寄り駅：大手町・東京） 

最終案策定 

12 月予定 

 

【参加費】：  

1社 30 万円（税別）（1 社につき 3 名参加可能） 

※3名以上の場合は、事務局までご相談ください。 

 

【お申込み】：期日は 4月末日（プログラム詳細の構築上 3月までの申し込みを歓迎します） 

https://business.form-mailer.jp/fms/f05543c653011 

 

【お問い合わせ】 

担当：松崎、和田 ※テレワーク実施中につき、メールでお問い合わせください。 

Eメール：info@crt-japan.jp  件名に【2023 日本 SHEについて】と記入ください。 

電話番号：03-5728-6365   

 

※本ワークショップは、国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）の人権 

ガイダンスツールを活用して議論を進めます。 

これまでの開催報告については、下記参照ください。 

https://crt-japan.jp/human-rights/she-program_archive/ 

※2022 年度の最終報告書はこちらから。 

最終報告書：https://crt-japan.jp/files2022/2022%20SHE%20final%20report_jp.pdf 

添付資料：https://crt-japan.jp/files2022/Summary%20of%20Inter-industry%20B2B%20Discussions_jp.pdf 

http://www.crt-japan.jp/
https://business.form-mailer.jp/fms/f05543c653011
mailto:info@crt-japan.jp
https://crt-japan.jp/human-rights/she-program_archive/
https://crt-japan.jp/files2022/2022%20SHE%20final%20report_jp.pdf
https://crt-japan.jp/files2022/Summary%20of%20Inter-industry%20B2B%20Discussions_jp.pdf

